
（１）貸 借 対 照 表 

（単位：百万円）

Ⅰ １０２，１３１ １０８，８１６ △ ６，６８５

1. ３８，４４０ ４９，６８７ △ １１，２４７

2. １２，２７１ １８，０１９ △ ５，７４７

3. ９，９２１ １０，３９８ △ ４７７

4. ４，９４５ ４，９５０ △ ４

5. ８，４０５ ８３０ 　 ７，５７５

6. ８５ １２１ △ ３６

7. ２，９７９ ２，９４２ 　 ３７

8. １，８９４ １，９１４ △ ２０

9. １５，５３７ １２，６１８ 　 ２，９１８

10. ７，７４７ ７，６００ 　 １４６

11. △ ９６ △ ２６７ 　 １７１

Ⅱ ２，０１４，７４３ ２，０２６，９３９ △ １２，１９６

Ａ １，５６６，３０３ １，５９８，１０６ △ ３１，８０２

Ｂ １８９ ２１４ △ ２５

Ｃ ６０，８３１ ６４，５３９ △ ３，７０７

Ｄ ８８，３６０ ９１，０１０ △ ２，６４９

Ｅ ８５，１４９ ６８，８３４ 　 １６，３１４

Ｆ ２１３，９０９ ２０４，２３３ 　 ９，６７５

1. 投 資 有 価 証 券 １６，２３３ ２３，９６８ △ ７，７３４

2. 関 係 会 社 株 式 １２６，３９１ １１９，７１８ 　 ６，６７３

3. 長 期 貸 付 金 ９，５７４ ５，４２５ 　 ４，１４８

4. 長 期 前 払 費 用 ３，０１１ ３，００８ 　 ３

5. 繰 延 税 金 資 産 ５１，８１４ ４５，０８３ 　 ６，７３０

6. そ の 他 の 投 資 等 ７，８７０ ７，７０９ 　 １６１

7. 貸 倒 引 当 金 △ ９８７ △ ６８０ △ ３０６

２，１１６，８７４ ２，１３５，７５６ △ １８，８８１

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

投 資 等

２６

船 舶 事 業 固 定 資 産

関 連 事 業 固 定 資 産

各 事 業 関 連 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

鉄 道 事 業 固 定 資 産

分 譲 土 地 建 物

貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

未 収 金

未 収 収 益

短 期 貸 付 金

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 運 賃

（ 資　 産 　の 　部 ）

科　　　　　目
(平成１５年３月３１日現在) (平成１４年３月３１日現在)

当　期　末 前　期　末
増　　　減

資 産 合 計



（単位：百万円）

Ⅰ ４５４，１８０ ４１７，５５３ 　 ３６，６２７

1. ６６，４２７ ４２，６６３ 　 ２３，７６４

2. ４４，９７６ ３３，７６０ 　 １１，２１６

3. ３５，４８８ ３４，７０８ 　 ７７９

4. １，１６８ ３，９４６ △ ２，７７８

5. ９９，５４７ ９８，３９４ 　 １，１５３

6. １４，６４１ １３，６６０ 　 ９８１

7. ２，８７３ ４，９８５ △ ２，１１２

8. ２０，４１０ ２５，４３１ △ ５，０２１

9. ５，０５６ ８，３９３ △ ３，３３７

10. １２，８００ １５，７０６ △ ２，９０６

11. ２８，５１０ ２８，３２８ 　 １８２

12. ８５，８５３ ７２，９１４ 　 １２，９３８

13. ４３３ ４４１ △ ７

14. ３１，７６８ ３３，９１６ △ ２，１４７

15. ３，６１６ － 　 ３，６１６

16. ６０９ ３０３ 　 ３０５

Ⅱ １，２５１，９４８ １，３２９，５４０ △ ７７，５９２

1. ２１５，０００ ２１５，０００ 　 －

2. ２１４，９４７ ２３６，８７３ △ ２１，９２６

3. ５７５，７７４ ６１１，１７８ △ ３５，４０４

4. ２８，８４３ ３０，０１１ △ １，１６８

5. ４６，８１７ ４０，８３６ 　 ５，９８０

6. １６５，５８３ １８０，８９２ △ １５，３０９

7. － ９，６５０ △ ９，６５０

8. ４，９８３ ５，０９７ △ １１４

１，７０６，１２８ １，７４７，０９３ △ ４０，９６４

Ⅰ １００，０００ １００，０００ 　 －

Ⅱ ５５，０００ ５５，０００ 　 －

５５，０００ ５５，０００ 　 －

Ⅲ ２５３，５１３ ２３０，１０２ 　 ２３，４１０

1. １１，３２７ １１，３２７ 　 －

2. １７２，８２０ １５０，０００ 　 ２２，８２０

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 ２，８２０ － 　 ２，８２０

別 途 積 立 金 １７０，０００ １５０，０００ 　 ２０，０００

3. ６９，３６４ ６８，７７５ 　 ５８９

Ⅳ ２，２３２ ３，５５９ △ １，３２６

４１０，７４５ ３８８，６６２ 　 ２２，０８３

２，１１６，８７４ ２，１３５，７５６ △ １８，８８１

２７

利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

当 期 未 処 分 利 益

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

退 職 給 付 引 当 金

利 益 剰 余 金

ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ 構造物修繕引当金

そ の 他 の 固 定 負 債

長 期 借 入 金

鉄 道 施 設 購 入 長 期 未 払 金

長 期 未 払 金

線 路 使 用 料 長 期 未 払 金

ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ 構造物修繕引当金

そ の 他 の 流 動 負 債

固 定 負 債

社 債

前 受 運 賃

前 受 金

前 受 収 益

賞 与 引 当 金

未 払 消 費 税

未 払 法 人 税 等

預 り 連 絡 運 賃

預 り 金

鉄 道 施 設 購 入 未 払 金

1年以内に支払う長期未払金

未 払 金

未 払 費 用

当　期　末 前　期　末
増　　　減

(平成１５年３月３１日現在) (平成１４年３月３１日現在)
科　　　　　目

負 債 合 計

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

（ 資 　 本  　の  　部 ）

（ 負　 債 　の 　部 ）

流 動 負 債

短 期 借 入 金

1年以内に返済する長期借入金



（２） 損 益 計 算 書 
（単位：百万円）

Ⅰ

1. 　８３０，２６９ 　８５１，１４２ △ ２０，８７３

2. 　７３７，５７９ 　７６３，２２６ △ ２５，６４７

　 ９２，６８９ 　 ８７，９１５ 　 ４，７７３

Ⅱ 　 　

1. 　 ３６９ 　 ３６０ 　 ９

2. 　 ４４９ 　 ４８３ △ ３４

△ ７９ △ １２３ 　 ４４

Ⅲ

1. 　 １８，４５１ 　 １８，３８５ 　 ６６

2. 　 ７，７６８ 　 ６，６４４ 　 １，１２３

　 １０，６８３ 　 １１，７４０ △ １，０５７

　１０３，２９３ 　 ９９，５３３ 　 ３，７６０

Ⅳ 　 ５，３３１ 　 ６，２６３ △ ９３１

1. 　 ５４６ 　 ８１５ △ ２６８

2. 　 ４，７８５ 　 ５，４４８ △ ６６２

Ⅴ 　 ４７，２３３ 　 ５１，７０３ △ ４，４７０

1. 　 ４６，６１９ 　 ５１，１７５ △ ４，５５５

2. 　 ６１４ 　 ５２８ 　 ８５

　 ６１，３９１ 　 ５４，０９２ 　 ７，２９９

Ⅵ 　 ４２，６９９ 　１０５，１４２ △ ６２，４４２

1. 　 ２９，９４４ 　 ３０，９３２ △ ９８７

2. ６，０３８ － 　 ６，０３８

3. 　 ２，４５１ 　 ６６，２１８ △ ６３，７６７

4. 　 ４，２６４ 　 ７，９９１ △ ３，７２６

Ⅶ 　 ４１，１６５ 　 ９９，６７７ △ ５８，５１２

1. 　 ２９，５９３ 　 ２８，８１４ 　 ７７８

2. 　 ６，０３８ 　 － 　 ６，０３８

3. 　 － 　 ２３，１７８ △ ２３，１７８

4. 　 － 　 １５，８７２ △ １５，８７２

5. 　 ３，４９５ 　 １１，３１２ △ ７，８１７

6. 　 ２，０３７ 　 ２０，４９９ △ １８，４６１

　 ６２，９２６ 　 ５９，５５７ 　 ３，３６８

　 ３８，０２３ 　 ４１，２４３ △ ３，２２０

△ ８，５８７ △ １４，２３２ 　 ５，６４５

　 ３３，４９０ 　 ３２，５４６ 　 ９４３

　 ４０，８７４ 　 ４１，２２８ △ ３５４

　 ５，０００ 　 ５，０００ 　 －

　 ６９，３６４ 　 ６８，７７５ 　 ５８９

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

平成１５年３月３１日まで 平成１４年３月３１日まで

鉄 道 事 業 営 業 利 益

営 業 収 益

科　　　　　目 平成１４年４月　１日から 平成１３年４月　１日から

当 　　 期 前 　　 期

増　　減

営 業 費

鉄 道 事 業 営 業 利 益

船 舶 事 業 営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 費

船 舶 事 業 営 業 利 益

関 連 事 業 営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 費

関 連 事 業 営 業 利 益

全 事 業 営 業 利 益

営 業 外 収 益

受取利息・受取配当金

そ の 他 の 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息 ・ 社 債 利 息

そ の 他 の 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

工 事 負 担 金 等 受 入 額

収 用 等 圧 縮 損

有 価 証 券 売 却 益

そ の 他 の 利 益

特 別 損 失

工 事 負 担 金 等 圧 縮 損

前 期 繰 越 利 益

債 務 譲 渡 損

新 幹 線 高 架 橋 補 修 費

有 価 証 券 評 価 損

収 用 等 補 償 金 受 入 額

中 間 配 当 額

２８

そ の 他 の 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 未 処 分 利 益

当 期 純 利 益



 

２９

（３） 利 益 処 分 案 

（単位：百万円） 

科         目 当   期 前   期 増  減 

 
当 期 未 処 分 利 益 

 
６９,３６４ 

 
６８,７７５  

 
５８９ 

固定資産圧縮積立金取崩額 ２８８ １８  ２７０ 

合 計 ６９,６５３ ６８,７９３  ８５９ 

これを次のとおり処分します。     

配 当 金 ５,０００ ５,０００  － 
 （１株につき2,500円） （１株につき2,500円）   

役 員 賞 与 金 ９９ ８０  １９ 

（ う ち 監 査 役 分 ） （１８） （１６）  （ １）

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 ８９４ ２,８３９  △  １,９４４ 

別 途 積 立 金 ２０,０００ ２０,０００  － 

次 期 繰 越 利 益 ４３,６６０ ４０,８７４  ２,７８５ 
     

(注) １． 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 ２． 平成13年12月11日に5,000百万円（１株につき2,500円）の中間配当を実施いたしました。 

 ３． 平成14年12月10日に5,000百万円（１株につき2,500円）の中間配当を実施いたしました。 

   

 



 ３０

（４） 重要な会計方針 
 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 
 
(1) 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法によっております。 
(2) その他有価証券 
時価のあるもの  期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっております。 
時価のないもの  移動平均法による原価法によっております。 

 
２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
 
(1) 分譲土地建物  個別法による原価法によっております。 
(2) 貯  蔵  品  移動平均法による原価法によっております。 
 
３．固定資産の減価償却の方法 
 
(1) 有形固定資産 
定率法によっております。ただし、鉄道事業取替資産については取替法によっております。 

(2) 無形固定資産 
定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可
能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

 
４．引当金の計上基準 
 
(1) 貸倒引当金 
債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
(2) 賞与引当金 
従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。 

(3) コンクリート構造物修繕引当金 
「山陽新幹線コンクリート構造物検討委員会」からの報告に基づく山陽新幹線高架橋の補修
に係る費用の支出に備えるため、その見積額を計上しております。 
なお、山陽新幹線高架橋の補修については、「山陽新幹線コンクリート構造物検討委員会」
からの報告を踏まえ、平成１２年度より平成１５年度にかけて工事を実施する計画としており
ます。 
(4) 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき計上して
おります。 
会計基準変更時差異（３０１,６４２百万円）については、１０年による按分額を費用処理
しております。 
数理計算上の差異については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（１０年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理しておりま
す。 

 
５．リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ
いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 
 
 



 ３１

６．工事負担金等の会計処理 
鉄道事業における連続立体交差化工事等を行うにあたり、地方公共団体等より工事費の一部と
して工事負担金等を受けております。 
これらの工事負担金等は、工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得した固定資産の取得原
価から直接減額しております。 
なお、損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固定資産
の取得原価から直接減額した額を工事負担金等圧縮損として特別損失に計上しております。 
 

７．消費税の会計処理 
税抜方式によっております。 

 
８．１株当たり情報 
当期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり
当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 
なお、これによる影響については、「１株当たり情報に関する注記」に記載しております。 
 
 

（５） 注 記 事 項 

（貸借対照表関係） 
１．有形固定資産の減価償却累計額 
             （当 期 末）     （前 期 末） 
                ２，１３１，０７４百万円    ２，０７４，２７８百万円 
 

２．固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金等累計額 
             （当 期 末）     （前 期 末） 
              ３５６，２６７百万円       ３３１，０７３百万円 
 
３．保証債務 
             （当 期 末）     （前 期 末） 
                ２５，９８８百万円         ２８，３８６百万円 
 
４．社債の債務履行引受契約に係る偶発債務 
             （当 期 末）     （前 期 末） 
               ２０，０００百万円        ２０，０００百万円 
 
５．担保提供資産 
旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する法律の一部を改正する法律（平成１３年
法律第６１号）附則第７条に基づき、総財産を社債の一般担保に供しております。 
 

             （当 期 末）     （前 期 末） 
              ２２０，０００百万円        ２２０，０００百万円 
 
（損益計算書関係） 
研究開発費の総額 

                     （当   期）     （前   期） 
                  ６，０７１百万円         ５,３５８百万円 
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（６） 有価証券に関する注記 
 
前連結会計年度及び当連結会計年度に係る「有価証券」（子会社株式及び関連会社株式で時価
のあるものは除く）に関する注記については、連結財務諸表における注記事項として記載してお
ります。 
なお、当期末における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。  
 
     
 
（７） 税効果会計に関する注記 
 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

     (単位:百万円) 

項   目 当  期 

繰 延 税 金 資 産  
 賞 与 引 当 金 繰 入 限 度 超 過 額 １１,２６６  
 未 払 事 業 税 １,９８９  
 退 職 給 与 引 当 金 ３３,０８４  
 Ｊ Ｒ 東 西 線 線 路 使 用 料 調 整 額 １９,１２０  

 コ ン ク リ ー ト 構 造 物 修 繕 引 当 金 １,５２７  

 そ の 他 ４,２７０  

 繰 延 税 金 資 産 合 計 ７１,２５８  

繰 延 税 金 負 債  
 そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 △  １,５４１  
 固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 △  ２,３６５  
 繰 延 税 金 負 債 合 計 △  ３,９０７  

 繰 延 税 金 資 産 の 純 額 ６７,３５１  

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別
の内訳 

                                                                              (単位:％) 

項   目 当  期 

法  定  実  効  税  率 ４２.２４  
（調  整）  
 交際費等永久に損金に算入されない項目 
税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 

０. ２０  
２.９１  

 住 民 税 の 均 等 割 等 １.４３  
税 効 果 会 計 適 用 後 の 法 人 税 等 の 負 担 率 ４６.７８  

 
３. 繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、前期は４２.２４％、当
期は流動区分については４２.２４％、固定部分については４０.８４％であります。この結果、
繰延税金資産（繰延税金負債を控除した金額）は１,７７６百万円減少しております。 
また、損益計算書においては、法人税等調整額の金額が１,８２８百万円増加し、当期純利
益は同額減少しております。 
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（８） １株当たり情報に関する注記 
 
当期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当た
り当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しておりま
す。 
なお、前期については、当期と同様の会計基準により算定した場合の１株当たり情報を記載し
ております。 
 
１株当たり純資産額 

                     （当   期）     （前   期） 
              ２０５，３２３円４４銭     １９４,２９１円３０銭 
１株当たり当期純利益金額 

                     （当   期）     （前   期） 
                １６,６９５円５９銭      １６,２３３円３１銭 
 
 
（注）1.潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載
しておりません。 
2.１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 当     期 

平成 14 年 4 月 １日から 

平成 15 年 3 月 31 日まで 

前     期 

平成 13 年 4 月 １日から 

平成 14 年 3 月 31 日まで 

１株当たり当期純利益金額   
 当期純利益（百万円） ３３,４９０  ３２,５４６  
 普通株主に帰属しない金額（百万円） ９９  ８０  
 （うち利益処分による役員賞与金） （９９） （８０） 
 普通株式に係る当期純利益（百万円） ３３,３９１  ３２,４６６  

 期中平均株式数（千株） ２,０００  ２,０００  
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役 員 等 の 異 動 

 

 

本日開催の取締役会において、第 16 回定時株主総会（6 月 25 日）に付議する監査役の候補者が決

定されました。また、役付取締役の選任及び執行役員の選任等は、上記株主総会終了後の取締役会等

において決定されますが、その予定は次のとおりです。 

 

 

１．監査役候補者 

 

常勤監査役           芝   稔 文 （現 常勤監査役） 

 常勤監査役           滝 藤 浩 二 （現 常勤監査役） 

 監査役             伊 藤 助 成 （現 日本生命保険相互会社代表取締役会長） 

 監査役             吉 田 和 男 （現 京都大学大学院経済学研究科教授） 

    

 ※滝藤浩二氏、伊藤助成氏及び吉田和男氏は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」

第 18条第 1項に定める社外監査役の候補者です。 

 

 

２．取締役の異動 

 

 代表取締役専務取締役      徳 岡 研 三  (現 取締役兼専務執行役員鉄道本部長) 

  兼執行役員鉄道本部長       

 

 

３．執行役員の異動 

 

常務執行役員          丸 尾 和 明 （現 常務執行役員総合企画本部副本部長、 

 総合企画本部副本部長                               人事部長） 

常務執行役員建設工事部長    河 内   清 （現 執行役員建設工事部長） 

 執行役員            赤 星 輝 明 （現 執行役員金沢支社長） 

総合企画本部ＩＴ推進室長 

 執行役員人事部長        井 上 浩 一 （現 執行役員財務部長） 

 

 ※取締役であって、執行役員を兼任している者を除きます。 

 

 

４．執行役員候補者 

 

 執行役員金沢支社長       宇都宮 道 夫 （現 鉄道本部運輸部勤務 

                            (株)ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本ﾒﾝﾃｯｸ専務取締役） 

 執行役員岡山支社長       西 川 直 輝 （現 総合企画本部担当部長） 

 執行役員京都支社長       福 山 隆 夫 （現 人事部勤務 

                            西日本ｼﾞｪｲｱｰﾙﾊﾞｽ(株)常務取締役） 

 執行役員財務部長        真 鍋 精 志 （現 総合企画本部担当部長） 

 執行役員和歌山支社長      山 岡   修 （現 鉄道本部駅業務部長） 
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５．退任予定執行役員 

 

 現 執行役員京都支社長      渡 邊   晃 

 現 執行役員和歌山支社長     森 長 勝 朗 

 現 執行役員岡山支社長      髙 橋   司 

 

 

                                    ［以上６月２５日付］ 
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新任執行役員候補者略歴 

 うつのみや み ち お 
 宇 都 宮  道  夫            （昭和２６年 ９月２７日生） 
      昭和４９年 ３月  大阪大学工学部産業機械工学科卒業 
        ４９年 ４月  日本国有鉄道入社 
        ６１年 ２月  同 岡山鉄道管理局運転部車務課長 
        ６２年 ４月  当社岡山支社運輸部輸送課長 
      平成 元年 ６月  当社鉄道本部運輸部輸送課副課長 
         ６年 ６月  当社開発事業本部リーダー 
         ７年 ６月  当社技術開発推進部次長 
         ９年１１月  当社鉄道本部安全対策室次長 
        １２年 ７月  当社監査室長 
        １４年 ６月  株式会社ジェイアール西日本メンテック出向  （現在に至る） 
 
 にしかわ  な お き 
 西  川  直  輝            （昭和２５年 ９月１３日生）  
      昭和５０年 ３月  京都大学工学部土木工学科卒業 
        ５０年 ４月  日本国有鉄道入社 

   ６１年 ２月  同 大阪工事局停車場課長 
        ６２年 ４月  当社大阪工事事務所主任技師 
        ６３年１０月  当社建設工事部管理課副課長 
      平成 ６年 ６月  当社大阪建設工事事務所次長 
         ８年 ６月  当社建設工事部次長 
        １０年 ６月  当社大阪建設工事事務所長 
        １１年１０月  当社経営企画部次長 
        １３年１０月  当社総合企画本部担当部長  （現在に至る） 
 
ふくやま  た か お 
 福  山  隆  夫            （昭和２８年１０月１０日生） 

昭和５１年 ３月  東京大学経済学部経済学科卒業 
        ５１年 ４月  日本国有鉄道入社 
        ６１年 ４月  同 大阪鉄道管理局経理部主計課長 
        ６２年 ４月  当社財務部資金課副長 
      平成 元年 ３月  当社鉄道本部業務部要員課長 
         ４年 ６月  当社財務部資金課長 
         ６年 ６月  当社財務部次長 
         ７年 ６月  当社鉄道本部営業部次長 
         ８年 ６月  当社人事部次長 
        １０年 ７月  西日本ジェイアールバス株式会社出向  （現在に至る） 
 
ま な べ  せ い じ  
真  鍋  精  志            （昭和２８年１０月２１日生） 
      昭和５１年 ３月  東京大学法学部卒業 
        ５１年 ４月  日本国有鉄道入社 
        ６０年 ３月  同 職員局給与課補佐 
        ６２年 ４月  当社人事部勤労課副長 
      平成 元年 ６月  当社人事部人事課人材開発室長 
         ６年 ６月  当社人事部次長 
         ７年 ６月  当社広島支社次長 
         ９年 ７月  当社財務部次長 
        １２年 ６月  当社経営企画部次長 
        １３年１０月  当社総合企画本部担当部長  （現在に至る） 
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やまおか   おさむ 
山  岡    修             （昭和２２年 ５月１８日生） 
      昭和４１年 ３月  山口県立下関工業高等学校卒業 
        ４１年 ４月  日本国有鉄道入社 
        ５２年 ３月  同 中央鉄道学園大学課程機械科卒業 
        ６２年 ４月  当社広島支社運輸部運用課勤務 
      平成 ３年 ４月  当社鉄道本部企画推進部商品企画課副課長 
         ５年 ６月  当社人事部勤労課副課長 

８年  ６月    当社広島支社人事課長 
           １０年  ６月    当社広島支社営業課長 
        １２年 ６月  当社広島支社次長 
        １３年１０月  当社鉄道本部駅業務部長  （現在に至る） 
 



損 益 計 算 書（連 結）

（単位：億円）

項      目 備　　　　考

< 1.37 > < 1.37 >

 営   業   収   益  11,655  11,906 △ 250 当 　社 運輸収入減等
子会社 物販飲食業・ホテル業減、百貨店業増

 営   業   費   用  10,429  10,729 △ 300 当 　社 人件費減
子会社 売上原価等減

 営   業   利   益  1,226  1,176  49

   営  業 外 損 益 △ 438 △ 476  37 当 　社 長期債務縮減
子会社        〃

 経   常   利   益  787  700  86

【14年度中間の特別損益の主な内訳】

   特   別  損  益 △ 11  132 △ 143

 税引前当期純利益  776  832 △ 56

 法   人   税   等  345  342  3

 少 数 株 主 損 益 △ 14 △ 34  20

< 1.24 > < 1.40 >

 当  期  純  利 益  416  455 △ 38

（注）1.［   ］は、H14.5.13発表の業績予想値を示しております。
（注）1.[　 ] は、H14.11.8発表の業績予想値を示しております。
　　　2.<　 > は連単倍率を示しております。

セ グ メ ン ト 別 実 績
（単位：億円）

項　　　目 備　　　　考

営業収益 　 8,471 　 8,681 △ 210 ・ 鉄道事業　運輸収入減等

営業利益 　 932 　 884 　 48

営業収益 　 2,275 　 2,276 △ 0 ・　物販飲食業減、百貨店業増

営業利益 　 43 　 47 △ 4

営業収益 　 682 　 689 △ 6 ・ 不動産分譲収入減

営業利益 　 161 　 153 　 7

営業収益 　 1,910 　 1,856 　 53 ・ 工事業増、ホテル業減

営業利益 　 94 　 98 △ 3

（注） 記載金額は、単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

不動産業

そ の 他
事 業

増  減

増  減

運 輸 業

流 通 業

平成14年度 平成13年度

平成14年度 平成13年度

連結参考資料

[5,865]

[  420]

[  225]

[11,670]

[   730]

[   400]

連－１



貸 借 対 照 表（連 結）

平成14年度 (単位:億円)

[600]

流     動    資    産 2,140 1,919 　　 221

［214］

37

資 [97] ［317］

固     定    資    産 22,185 22,247 △ 61

産 有 形 固 定 資 産 等 19,898 20,222 △ 323 804

△ ####

（う ち 減 価 償 却 費 △ 838）

の

部 建 設 仮 勘 定 860 691　　 169

投 資 そ の 他 の 資 産 1,426 1,334　　 92 繰延税金資産

出 資 株 式 

繰     延    資    産 0 0 △ 0

[698] 当  社  21,357億円（△1,121億円）
    合       計 24,327 24,167　　 159

[590]

流     動    負    債 5,179 4,514　　 665

１年以内長期借入金等 914 803　　 110

未 払 金 等 4,265 3,710　　 554

固     定    負    債 14,528 15,350 △ 821

社債･長期借入金等 11,092 11,775 △ 682

退 職 給 付 引 当 金 1,817 1,908 △ 90

預 り 保 証 金 等 1,618 1,666 △ 48

[677]

負     債    合    計 19,708 19,864 △ 156

[20]

少  数  株  主  持  分 213 188　　 24

資 本 金 1,000 1,000 ─

資 本 剰 余 金 550 550 ─

利 益 剰 余 金 2,816 2,505　　 311

その他有価証券評価差額金 41 59 △ 17

自 己 株 式 △ 3 ─ △ 3

[0]

資     本    合    計 4,405 4,114　　 290

[698]
    合       計 24,327 24,167　　 159

（注）[  ]は㈱日本旅行の連結による増加額を再掲しております。

株 主 資 本 比 率 18.1% 17.0％
総資本営業利益率（ＲＯＡ） 5.1% 4.7％

平 成 13 年 度

平 成 14 年 度平 成 13 年 度

科　       　　　　目 備          考増　減

科　       　　　　目 増　減 備          考

た な 卸 資 産

資 産 減

平 成 14 年 度

18

長期債務残高

資 産 増

97

現 預 金

19

△ 43

未 収 金 202

資 産 増 減

繰延税金資産

14年度末 13年度末 増  減

当  社 11,161 11,654 △ 492

子会社 845 924 △ 79

合  計 12,007 12,579 △ 572

配 当 金 等 △104

当 期 利 益 416

計 311

 
負
 
債
 
・
少
 
数
 
株
 
主
 
持
 
分
 
及
 
び
 
資
 
本
 
の
 
部

期　首 増　加 減　少 期　末

当  社 17,538 1,013 △ 1,394 17,156

子会社 2,683 261 △ 203 2,741

合  計 20,222 1,274 △ 1,598 19,898

預 り 金
前 受 金
短 期 借 入 金
未払法人税等

491
133
△ 35
△ 58

[86]

［535］

  連－２



キャッシュ・フロー計算書 (連 結)

（ 単位 ： 億円 ）

税金等調整前当期純利益  776  832 △ 56

減 価 償 却 費  1,130  1,151 △ 21

固 定 資 産 圧 縮 損  297  288  9

退職給付引当金の増減額 △ 148 △ 403  254

賞 与 引 当 金 の 増 減 額 △ 20 △ 6 △ 14

工 事 負 担 金 等 受 入 額 △ 299 △ 309  10

法 人 税 等 支 払 額 △ 503 △ 381 △ 122

そ の 他  70 △ 176  247 未払金等

  

計                  (A)  1,302  995  306 当社 △115、子会社 △106

固定資産の取得による支出 △ 1,377 △ 1,202 △ 174 設備投資

工 事 負 担 金 等 受 入 額  425  416  8

投資有価証券の売却による収入  38  877 △ 838 ＪＴＢ株式等

そ の 他  279  86  192

計                  (B) △ 633  177 △ 811

 668  1,173 △ 505

長 期 債 務 の 増 減 額 △ 572 △ 1,277  704

長 期 債 務 の 増 加 額  247  541 △ 294

長 期 債 務 の 減 少 額 △ 819 △ 1,818  998

短 期 借 入 金 の 増 減 額 △ 41 △ 61  20 ＣＭＳ導入による返済

配 当 金 の 支 払 額 △ 101 △ 101 △ 0

そ の 他  － △ 231  231

計                  (D) △ 715 △ 1,671  956 当社 130、子会社 △102

△ 47 △ 498  451

新規連結による増

期首 940 → 期末 893

増　　減平成１４年度 平成１３年度
備　　　　　　　　考

【14年度の主な内訳】
項                  目

 フ リ ー ・ キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー  (C=A+B)

 現金及び現金同等物の増減 （E=C+D)

営

業

活

動

投

資

活

動

財

務

活

動

【長期債務残高（連結）】
H14末 H13末 増減 H13末 H12末 増減

12,007 12,579 △ 572 12,579 13,856 △ 1,277

 連－３



平 成 １５ 年 度 通 期 業 績 予 想（連 結）

（単位：億円）

項      目 平成15年度 平成14年度 備          考
業 績 予 想 実      績

< 1.45 > < 1.37 >

 営   業   収   益  12,136  11,655  480 当　社 運輸収入減等
子会社 営業収益増及び連結子会社の増加

 営   業   費   用  10,893  10,429  463

 営   業   利   益  1,243  1,226  16 当　社 営業費用減
子会社 連結子会社の増加

   営  業 外 損 益 △ 395 △ 438  43

 経   常   利   益  848  787  60

< 1.20 > < 1.24 >

 当  期  純  利 益  498  416  81 当　社　営業収益減、営業費用減
子会社　

（注） <　 > は連単倍率を示しております。

セ グ メ ン ト 別 通 期 業 績 予 想
（単位：億円）

平成15年度 平成14年度 備          考
業 績 予 想 実      績

営業収益  8,358 　 8,471 △ 113 ・ 鉄道事業　運輸収入等減

営業利益  934 　 932  1
バス事業　高速線収入増

営業収益  2,303 　 2,275  27 ・ 百貨店、物販飲食増

営業利益  48 　 43  4

営業収益  696 　 682  13 ・ 不動産分譲、不動産賃貸収入増

営業利益  165 　 161  3

営業収益  2,536 　 1,910  625 ・ 連結子会社の増加

営業利益  102 　 94  7

（注） 記載金額は、単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

その他
事　業

項　　　目 増  減

増  減

運 輸 業

流 通 業

不動産業

連－４



損  益  計  算  書 (単 体）

（単位：億円）

項　　　　　目 平成13年度 増   減

8,490      8,698 △ 207

運 輸 収 入 7,523 7,702 △ 178

運 輸 附 帯 収 入 238 246 △ 8

関 連 事 業 収 入 184 183 0

旅 行 業 収 入 17 64 △ 46

そ の 他 収 入 526 501 24

7,457 7,703 △ 245

人 件 費 3,016 3,305 △ 288 社員数減

物 件 費 2,882 2,812 69 修繕費、業務費増

公 団 借 料 等 310 313 △ 2

租 税 公 課 293 300 △ 7

減 価 償 却 費 954 971 △ 16

1,032 995 37

△ 419 △ 454 35

営 業 外 収 益 53 62 △ 9

営 業 外 費 用 472 517 △ 44 支払利息減

613 540 72

15 54 △ 39

特 別 利 益 426 1,051 △ 624

特 別 損 失 411 996 △ 585

629 595 33

294 270 24

法 人 税 等 380 412 △ 32

法人税等調整額 △ 85 △ 142 56 税制改正による事業税率の変更等

334 325 9
（注）[　 ]は、H14.11.8発表の業績予想値を示しております。

当 期 利 益

経 常 利 益

特 別 損 益

税 引 前 当 期 利 益

法 人 税 等

平成14年度

営 業 外 損 益

営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 費 用

関連事業等収入内訳
14年度 13年度 増 減

いわゆる関連事業収入 422 429 △ 7
運 輸 附 帯 収 入 238 246 △ 8
　構 内 営 業 料 70 74 △ 3
　広    告    料 60 61 △ 1
　高架下等貸付料 89 90 △ 1
　駐 車 場収入等 17 19 △ 2
　関 連 事 業 収 入 184 183 　 0
　不動産賃貸収入 139 133 　 5
　商 品 等売上高 1 3 △ 1
  そ    の    他 43 46 △ 2

運 輸 収 入 内 訳
14年度 13年度 増 減

 鉄　      　道 7,520 7,699 △ 178
  定          期 1,483 1,492 △ 9
  定    期    外 6,035 6,204 △ 169
  荷          物 1 1 △ 0
 船　      　舶 3 3 　 0
合    　計 7,523 7,702 △ 178

[8,505]

[ 600]

[ 342]

単体参考資料
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鉄道旅客輸送量・ 鉄道旅客運輸収入の対前年比較

 （単位：百万人㌔,億円）

 

定 期 ５５４ ５４０ １０２.６ ７１ ６９ １０２.８

定期外 １３,１１７ １３,４６２ ９７.４ ２,９８９ ３,０７４ ９７.２

合 計 １３,６７２ １４,００２ ９７.６ ３,０６０ ３,１４３ ９７.４

定 期 ２２,３３２ ２２,５１６ ９９.２ １,４１２ １,４２３ ９９.２

定期外 １５,６６９ １６,１２８ ９７.２ ３,０４６ ３,１３０ ９７.３

合 計 ３８,００２ ３８,６４４ ９８.３ ４,４５８ ４,５５３ ９７.９

定 期 １７,９２２ １８,０３１ ９９.４ １,１３４ １,１４１ ９９.３

定期外 １０,１６０ １０,４２６ ９７.４ １,８９９ １,９４７ ９７.５

合 計 ２８,０８２ ２８,４５７ ９８.７ ３,０３３ ３,０８９ ９８.２

定 期 ４,４１０ ４,４８５ ９８.３ ２７８ ２８１ ９８.８

定期外 ５,５０８ ５,７０１ ９６.６ １,１４６ １,１８２ ９７.０

合 計 ９,９１９ １０,１８６ ９７.４ １,４２５ １,４６４ ９７.３

定 期 ２２,８８７ ２３,０５６ ９９.３ １,４８３ １,４９２ ９９.４

定期外 ２８,７８７ ２９,５９０ ９７.３ ６,０３５ ６,２０４ ９７.３

合 計 ５１,６７４ ５２,６４７ ９８.２ ７,５１８ ７,６９７ ９７.７

運　　　輸　　　収　　　入

全社計

輸　　送　　人　　キ　　ロ

項　　　　　　目

在来線

在
来
線
内
訳

京阪神

その他

 平成14年度  平成13年度

新幹線

対前年比
(%)

対前年比
(%)  平成14年度  平成13年度
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貸  借  対  照  表（単 体）

（単位：億円）

科               目 平成14年度末 平成13年度末 増  減 備             考

流     動     資     産 1,021 1,088 △ 66 現 預 金 △ 112     

未 収 運 賃 △ 57      

短 期 貸 付 金 75      

繰延税金資産 29      

資

固     定     資     産 20,147 20,269 △ 121

産 鉄 道 事 業 等 固 定 資 産 17,156 17,538 △ 381 資 産 増 1,013   

資 産 減 △ 1,394   

（う ち 減 価 償 却 費 △ 954）

の

部 建 設 仮 勘 定 851 688  163

投 資 等 2,139 2,042  96 長期繰延税金資産 67      

長 期 貸 付 金 41      

出 資 株 式 △ 10      

合           計 21,168 21,357 △ 188

科               目 平成14年度末 平成13年度末 増  減 備             考

流     動     負     債 4,541 4,175  366
１ 年 以 内 長 期 借 入 金 等 816 724  92

　 未 払 金 等 3,725 3,451  274 短 期 借 入 金 237     
前 受 金 129     

負 未払法人税等 △ 50      
預り連絡運賃 △ 33      

固     定     負     債 12,519 13,295 △ 775

債 社 債 ・ 長 期 借 入 金 等 10,345 10,930 △ 584
長期債務残高     

退 職 給 付 引 当 金 1,655 1,808 △ 153     14年度末･･････ 11,161 
・     13年度末･･････ 11,654 

線路使用料長期未払金等 518 555 △ 37 △ 492    

資

負     債     合     計 17,061 17,470 △ 409

本 資 本 金 1,000 1,000  －
資 本 剰 余 金 550 550  －
利 益 剰 余 金 2,535 2,301 234

の 　利 　益　 準　備　金 113 113  －
固定資産圧縮積 立 金 28 － 28
   別   途   積  立  金 1,700 1,500  200

部 当 期 未 処 分 利 益 693 687  5
  （う ち 当 期 利 益） ( 334) ( 325)  ( 9)

株 式 等 評 価 差 額 金 22  35 △ 13

資     本     合     計 4,107 3,886  220

合           計 21,168 21,357 △ 188

株 主 資 本 比 率 19.4％ 18.2％
総資本営業利益率（ＲＯＡ) 4.9％ 4.5％
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平 成 15 年 度 通 期 業 績 予 想（単 体）

（単位：億円）

項　　　　　目 増   減 備　　　　　　　考

8,374 8,490 △ 116

運 輸 収 入 7,420 7,523 △ 103 定期外収入減

そ の 他 収 入 954 967 △ 13

7,334 7,457 △ 123 人件費減等

1,040 1,032 7

△ 382 △ 419 37 支払利息減

658 613 44

416 334 81

営 業 収 益

営 業 費 用

当 期 利 益

経 常 利 益

営 業 外 損 益

営 業 利 益

平成15年度
業績予想

平成14年度
実　　　績
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（単位：人、億円、％）

連  結 単  体 連  結 単  体

42,031 28,688 43,394 29,875 

－  ［34,114] －  ［36,174]

603 570 629 602 

3,545 2,537 4,851 3,940 

－  1,226 －  1,168 

1,130 954 1,151 971 

△ 488 △ 460 △ 538 △ 503 

2 5 5 8 

△ 491 △ 466 △ 543 △ 511 

1,370 1,173 1,202 1,211 

1,054 857 883 892 

12,007 11,161 12,579 11,654 

（注） １．記載金額は、単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
       ２．連結・単体の従業員数は就業人員ベースです。
　　　 ３．従業員数には㈱日本旅行の従業員数は含んでおりません。

平成14年度 平成15年度 中期経営目標

実      績 通期見通し （平成17年度）

Ｒ     Ｏ     Ａ  （ 連 結 ）　％ 5.1  5.1 5.4

営   業   利   益 （ 連 結 ）　億円 1,226  1,243  1,300  

当　期　純　利　益 （ 連 結 ）　億円 416  498  500  

長 期 債 務 残 高 （ 連 結 ）　億円 12,007  11,700  11,000  

      〃          （ 単 体 ）　億円 11,161  10,950  10,000  

期　首　社　員　数 （ 単 体 ）　人 36,497  34,569  32,000  

項 目

中期経営目標における数値目標との比較

自 己 資 金

長 期 債 務 残 高

平成13年度
項 目

設 備 投 資

従 業 員 数

[ 期 末 在 籍 社 員 数 ］

共－１

諸          元          表

金 融 収 支

受 取 利息 ・配 当金

支 払 利 息

退 職 手 当

退 職 手 当 支 給 人 員

修 繕 費

減 価 償 却 費

平成14年度

共通参考資料



平成１５年度の主な取り組み 

 
１． 鉄 道 事 業 

（１）安全・安定輸送の確保 
・｢安全推進の日｣（毎月 15日）の設定  
安全意識の向上に向け、全社的取り組みの推進 
・社員の基本動作・手順の徹底、実務能力の向上に向けた取り組みの推進 
・予兆把握による事故の未然防止に向けた取り組みの実施 
｢ヒヤリハット事例｣ の分析・活用 
・重大事故防止に向けたハード対策の推進  
より高性能な列車無線への更新、阪和線等における連続立体交差化工事の実施等 

・「異常時に強い鉄道づくり」の推進 
早期復旧、適時適切な情報提供に向けた取り組みの推進 

（２）鉄道ネットワークのさらなる充実 
＜山陽新幹線＞ 
・10/1予定のダイヤ改正における輸送体系・料金体系の抜本的見直し 
｢のぞみ｣ の増発、停車駅拡大 
｢のぞみ」の自由席（３両）設置、｢のぞみ｣ 指定席特急料金の値下げ 
700系車両の追加投入、速達化・停車駅の多様化 

 ・｢こだま｣ の４列座席化の推進 
＜アーバンネットワーク＞ 

・非接触型 ICカードシステム「ICOCA
イ コ カ

」の導入  
・JR神戸線・宝塚線等への新製車両の大量投入による新快速・快速ネットワークの充実 
・自治体等との連携によるバスアクセス強化、「駅リンくん」の設置の推進などトータル
アクセスの改善、新駅設置の早期実現に向けた取り組みの推進 
・嵯峨野線京都･園部間複線化工事、JR神戸線西ノ宮･芦屋間(仮称：JR夙川)、和歌山線
下田･高田間（仮称：JR五位堂）新駅設置工事の推進 
・北陸本線・湖西線直流化工事、加古川線電化工事の着実な実施 
＜都市間輸送＞ 
・北陸本線｢しらさぎ｣・「加越」への 683系車両投入 
・瀬戸大橋線「マリンライナー」への 223系新型車両投入 
・山陰本線・因美線高速化の実施 

（３）営業施策の積極展開 
・｢関門・海峡物語｣、「宮本武蔵」など魅力あるキャンペーンの積極展開 
・都市型観光需要の創出 
｢シティ・ハイク OSAKAキャンペーン｣ 等 
・｢駅プラン｣・「駅長おすすめの旅WENS」等の商品設定・販売体制強化 
・｢ジパング倶楽部｣の取り組み強化  
テーマ性を持ったセミナー型旅行商品「旅しま専科」の設定 
・「5489サービス」を活用した法人向けサービスの実施 
. 
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（４）お客様に対するサービスの充実 
・「お客様をお待たせしない駅づくり」の推進 

 ｢みどりの券売機｣の増設・機能の拡充、フロア案内係員によるご案内の充実 
 ｢5489サービス｣受取専用機の導入、優先窓口の充実 
・「ご利用いただきやすい鉄道づくり」の推進 
京阪神地区における「JR西日本案内センター」の開設（4/1） 
エレベーター、エスカレーターなどバリアフリー設備の整備 
お客様にわかりやすい駅の案内サインの導入 

（５）コスト削減施策の一層の深度化、効率的な業務運営体制の構築 
・施工管理体制の強化による品質管理および工事費低減に向けた取り組みの推進 
・財務ＥＲＰの導入 
プロセスの変革による経理・資材業務の効率化 
・機械化、装置化施策の推進による効率的な業務執行体制の構築 

（６）技術蓄積と技術開発 
・無線分野､情報処理分野等における技術革新成果を踏まえた技術開発の推進 
・次世代車両の開発 
東海旅客鉄道株式会社との次世代新幹線車両の共同開発 
IT機能を備え、環境・省力化・乗り心地等に配慮した通勤近郊車両の開発 
・「卓越した鉄道技術集団」を目指した取り組みの推進 

 専門技術・ノウハウの共有化 
財団法人鉄道総合技術研究所との連携強化 

（７）地球環境問題への取り組み 
・環境管理システムの定着に向けた取り組みの推進 
・資材のリサイクル率の向上、グリーン調達の推進 
 
 
２． 関 連 事 業 

（１）グループマネジメント 
・駅構内及び駅周辺における事業展開への重点的な経営資源配分として、駅力向上のた
めの「ＮｅｘＳｔａｔｉｏｎ

ネ ク ス テ ー シ ョ ン

 Ｐｌａｎ
プ ラ ン

」の全社的推進 
・ＣＭＳ（キャッシュマネジメントサービス）本格稼動によるグループ内資金の一元管理の
深度化 

（２）流通業 
・ジェイアール京都伊勢丹の増床リモデルを活かした一層の顧客拡大 
・「ＮｅｘＳｔａｔｉｏｎ Ｐｌａｎ」による駅構内スペースの効率活用、魅力向上 
  大阪駅御堂筋口、京都駅南北自由通路、高槻駅北口、広島駅新幹線口 等 
・抜本的なＭＤ改善による駅構内店舗の活性化 
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（３）不動産業 
・「ＮｅｘＳｔａｔｉｏｎ Ｐｌａｎ」による駅ビル･高架下開発、ショッピングセンター等の
増床リニューアルの推進 
  京都駅地下１階、神戸駅西高架下、明石駅東高架下、博多駅高架下、 
  広島ビジネスホテル開発（着工） 等 
・運営、施設管理のノウハウ共有化によるローコストオペレーションの水平展開 
・北梅田地区整備計画を踏まえた大阪駅北ビルプロジェクトの事業フレームの具体化 
・社宅跡地等の分譲販売の推進 
甲子園口松並町、西岡本 

（４）その他事業 

①ホテル業 
 ・東京営業所及びインターネット情報発信の拡充によるチェーン営業活性化 
・新規施設の活用、魅力ある商品プラン開発による婚礼宴会営業の強化 

②旅行業 
・「日本旅行イノベーション」に沿った事業構造転換の推進、事業領域の拡大 
店頭店舗のコンセプト明確化および業種業態別団体セールスへの支店再編、 
ＥＣ販売の強化 
プラットフォームビジネス・ＢＴＭ（ビジネストラベルマネジメント）の拡大、 
異業種とのアライアンスの推進 

 ③その他工事メンテナンス業 
・コスト低減及び安全・品質水準向上のための技術開発の推進 
・鉄道関連技術等を活用した新分野での受注拡大 
 
 
３． そ の 他 

（１）将来の成長に向けた新たな取り組み 
・中国からのインバウンド観光需要の創出に向けた取り組みの推進 
・新たな事業の創造、育成（ＩＣカード活用、社外との連携 等） 

（２）経営諸課題への対応 
・株式２次売却に向けた諸準備の推進 
・企業倫理の確立 
法令や社会的規範の遵守などコンプライアンスの徹底 
・情報開示の充実 
四半期連結決算の開示 

○ 設備投資（単 体） 
（単位：億円） 

項    目 投  資  額 
設 備 投 資 総 額 １，０９０ 

   うち安全関連投資  ６２０ 
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平 成 １ ５ 年 ５ 月 ９ 日 

西日本旅客鉄道株式会社 

 

 

当社は、本日開催の取締役会において、第１６回定時株主総会の開催日時、開催場所

及び会議の目的事項について下記のとおり決議いたしましたので、ご参考に供します。 

 

 

記 

 

 

１ 開催日時       平成１５年６月２５日（水曜日）午前１０時 

  

２ 開催場所       大阪市北区中之島５丁目３番６８号 

                リーガロイヤルホテル 

  

３ 会議の目的事項 

   報告事項  第１６期（平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日まで） 

営業報告書、貸借対照表及び損益計算書報告の件 

   決議事項 

<会社提案（第１号議案から第３号議案まで）> 

      第１号議案  第１６期利益処分案承認の件 

      第２号議案 定款一部変更の件 

      第３号議案  監査役４名選任の件 

   <株主提案（第４号議案）> 

      第４号議案  安全監視委員会の設置の規定を定款で新設し、当該委員会を担当する

取締役は社外取締役とする旨の規定も併せて新設することの件 

 

 

以  上 
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西日本旅客鉄道株式会社

１．連 結 決 算 ※増減は対前年比較

(1) 損益計算書

○ 営 業 収 益 11,655億円、250億円減（△2.1％）
当社及び物販飲食業、ﾎﾃﾙ業などの減収によりＪＲ京都伊勢丹の増収があったものの２期連続
減収。連単倍率1.37

○ 営 業 利 益 1,226億円、49億円増（4.2％）当社の修繕費等の増加があったものの、社員数減による人件
費の減少及び子会社の売上原価の減少により増加。

○ 経 常 利 益 787億円、86億円増（12.4％）長期債務縮減による支払利息減。

○ 当期純利益 416億円、38億円減（△8.5％）　テレコム株売却益減による特別利益の減等。
連単倍率1.24

(2) セグメント情報
・ 運 輸 業 鉄道事業、バス事業ともに減収も、当社の営業費用減等により営業利益は48億円増加。
・ 流 通 業 百貨店が好調も、キヨスク等の売上減等により営業利益は4億円減少。
・ 不 動 産 業 不動産分譲収入減も、経費の節減などにより営業利益は7億円増加。
・ その他事業 ホテル業等の売上減により営業利益は3億円減少。

(3) 貸借対照表
・ 総 資 産 2兆4,327億円、159億円増（0.7%）
・ 長期債務残高 1兆2,007億円、572億円減（△4.6%）

(4) キャッシュ・フロー計算書
・ 営 業 活 動 税引前利益が減少したものの、退職金支払額の減少などにより、前期に比べ306億円増、

1,302億円のｷｬｯｼｭ･ｲﾝ。
・ 投 資 活 動 ﾃﾚｺﾑ株を売却した前期に比べ、811億円減、633億円のｷｬｯｼｭ･ｱｳﾄ。
・ 財 務 活 動 ﾃﾚｺﾑ株売却収入を長期債務返済に充当した前期に比べ、956億円使用減、715億円のｷｬｯｼｭ･ｱｳﾄ。

(5) 平成16年3月期（通期）の業績予想
・ 売 上 高 12,136億円、480億円増（ 4.1%）
・ 営 業 利 益  1,243億円、 16億円増（ 1.4%）
・ 経 常 利 益    848億円、 60億円増（ 7.7%）
・ 当期純利益    498億円、 81億円増（19.6%）

２．単 体 決 算

(1) 損益計算書

○ 営 業 収 益 8,490億円、207億円減（△2.4％）

○ 営 業 利 益 1,032億円、37億円増（3.8％）修繕費等の物件費の増加があったものの、社員数減による人
件費の減少により増加。

○ 経 常 利 益 613億円、72億円増（13.5％）長期債務縮減による支払利息減。
○ 当期純利益 334億円、9億円増（2.9％）

(2) 貸借対照表
・ 総 資 産 2兆1,168億円、188億円減（△0.9%）
・ 長期債務残高 1兆1,161億円、492億円減（△4.2%）

(3) 平成16年3月期（通期）の業績予想
・ 売 上 高 8,374億円、116億円減（△1.4%）
・ 営 業 利 益 1,040億円、  7億円増（  0.7%）
・ 経 常 利 益   658億円、 44億円増（  7.2%）
・ 当期純利益   416億円、 81億円増（ 24.2%）

平成１４年度決算について

６期連続の減収となったものの、営業利益は２期連続、経常利益は３期連続、当期純利益は
４期連続の増益。

２期連続の減収となったものの、営業利益、経常利益ともに３期連続の増益、当期純利益は
減益。

運輸収入は新幹線が３期ぶりの減、京阪神（在来線）が２期連続の減となり、６期連続減収
（178億円減 △2.3%）。


